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建築物石綿含有建材調査者講習の現状

全国アスベスト適正処理協議会公開セミナー

平成29年7月26日 主婦会館プラザエフ

一般財団法人 日本環境衛生センター

研修事業部長 村岡 良介

わが国における石綿被ばくによる健康被害の発生
状況・悪性胸膜中皮腫死亡数と将来予測
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村山武彦・早稲田大学教授らによる我
が国の悪性胸膜中皮腫による死亡者数
の将来予測によると、2000～2029年
の30年間の死亡者数は、58,800人、
同様に2039年までの40年間には
103,000人に達するとされている。

中皮腫死亡者数の将来予測中皮腫死亡者数の推移

厚生労働省の人口動態統計による中皮
腫死亡者数の推移は、増加傾向が続い
ている。2013年以後は以下のとおり。

2013年 1,410人(+10人)
2014年 1,376人(ー34人)
2015年 1,504人(+128人)

※( )内は対前年度増減 http://park3.wakwak.com/~banjan/main/murayama/html/murayama.htm
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石綿による疾病に関する労災保険給付などの
請求・決定状況
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請求数：
31件（ー5件）

支給数：
20件（増減なし）

※( )内は対前年度増減

石綿救済法による特別遺族給付金の
請求と支給状況

労災保険給付の請求と支給状況

(1)肺がん、中皮腫、良性石綿胸水等
請求数： 1,062件（ー34件）
支給数： 967件（ー35件）

(2)石綿肺
支給数 ：65件（ー13件）

※( )内は対前年度増減
出典：厚生労働省報道発表資料

石綿含有建材が使用された建築物の解体工事等
による石綿の飛散と健康被害の発生
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2013/3/1 東京新聞

2010/8/18 東京新聞

2010/11/11 東京新聞
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事前調査対象となる民間建築物の状況

吹付け石綿等に関する調査の対象とな
る建築物は、全国で280万棟。

平成40年代に解体工事のピークを迎え
る。五輪を控える東京では先駆け解体
が進み、既にピークとも言われる。
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出典：国土交通省報道発表資料

石綿含有建材が多く使用された建築物の
建築時期、規模、構造別の棟数の全体像

民間建築物の年間解体件数の推移と予測

民間建築物における吹付けアスベストに関
する調査結果

■調査概要

・調査対象： 昭和 31 年～平成元年までに施工された民間の建築物のうち大規模

（概ね 1,000 平方メートル以上）な建築物。

・調査建材： 吹付けアスベスト及びアスベスト含有吹付けロックウール

・調査方法： 地方公共団体から建築物所有者に報告を求めること等により実施

■調査結果概要（報告）〔27 年 3 月 16 日時点の都道府県からの報告件数：建築物の数〕

※（ ）内は、前回（26 年 3 月 16 日時点）の都道府県からの報告件数：建築物の数

・調査対象の建築物数 ： 267,416 棟（270,910 棟）

・調査報告のあった建築物 ： 236,766 棟（234,843 棟）

・露出してアスベストの吹付けがされている建築物 ： 15,693 棟（ 15,750 棟）

・指導により対応済みの建築物 ： 11,264 棟（ 11,107 棟）

・指導により対応予定の建築物 ： 824 棟（ 973 棟）

出典：国土交通省報道発表資料
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石綿関連法令の改正（平成26年度）

●大気汚染防止法の改正 （平成26年6月1日施行）

①特定粉じん排出等作業を伴う建設工事の実施の届出義務者の変更
工事施工者から発注者に変更。発注者にも一定の責任を担うことを位置付ける。

②解体等工事の事前調査の結果等の説明等
解体等工事の受注者に石綿使用有無の事前調査と発注者への調査結果等の説明を義務化。

③報告及び検査の対象拡大
都道府県知事等による立入検査の対象に解体等工事に係る建築物等を、報告徴収の対象

に解体等工事の発注者又は自主施工者を加える。

●労働安全衛生法の石綿障害予防規則改正 （平成26年6月1日施行）

出典：日経エコロジー９月号 特集「注目の環境法 傾向と対策」
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建築物石綿含有建材調査者制度
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建築物石綿含有建材調査者講習

◎受講資格要件

①建築に関して一定の知識及び経験を有する者

②石綿含有建材の調査に関して一定の知識及び経験を有する者

③その他、①及び②と同等以上の知識及び経験を有する者

【受講対象】
建築・建設業、解体工事業、環境調査・分析業、石綿除去業、行政担当者等

◎講習プログラム

講 習
講義（座学） 実地研修

・石綿の健康被害
・図面の読み方
・建築物の構造的知識
・現地調査のポイント
・建材分析法
・報告書の作成法
・所有者へのアドバイスなど

修了考査

口述試験

筆記試験 調査票試験

現場研修で調査の
実務スキルを習得 知識を問う

マークシート試験
建材判定能力を
問う記述式試験

説明能力、調査
者適正を問う面
接試験
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石綿に関する
総合的知識を習得

建築物石綿含有建材調査者講習

◎修了考査の合格基準

◎建築物石綿含有建材調査者フォロー
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①口述試験
②筆記試験
③調査票試験

各試験60%以上
の得点で合格

３種の試験
全てに合格

資格交付
・修了証明書
・調査者登録証

平成25～28年度 修了者数 859名
平成25～27年度 平均合格率 71.1%

（2017年4月末現在）

修了者の公表
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平成29年度
建築物石綿含有建材調査者講習の開催

東京会場：
講義：平成29年9月25日(月)、26日(火)
実地研修：平成29年9月27日(水)～29日(金)※いずれか1日、3時間程度
口述試験：平成29年10月30日(月)～11月1日(水)※いずれか1日、20分程度
筆記試験・調査票試験：平成29年11月2日（木）

申込方法等の詳細は、HPまたは事務局までお気軽にお問い合わせください。

建築物石綿含有建材調査者講習
受講料：118,800円

（テキスト代・消費税込）【講習事務局】
一般財団法人 日本環境衛生センター
研修事業部研修事業課
TEL 044-288-4919

大阪会場：
講義：平成30年2月6日(火)、7日(水)
実地研修：平成30年2月8日(木)、9日(金)※いずれか1日、3時間程度
口述試験：平成30年3月13日(火)、14日(水)※いずれか1日、20分程度
筆記試験・調査票試験：平成30年3月15日（木）

建築物石綿含有建材調査者の活用
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◎国庫補助における活用
平成28年度より、建築物の石綿調査・除去等に関する

国庫補助にあたり本資格者の関与が要件化

①調査：調査者自ら実施すること

②除去等：実施計画の策定等を調査者が行い、

当該計画等に基づく現場体制に基づき実施すること

建通新聞 2016年1月29日(金）
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建築物石綿含有建材調査者の活用

◎地方自治体のアスベスト台帳整備における活用を推奨
国土交通省は、「建築物石綿含有建材調査マニュア
ル」を作成（平成26年11月）し、地方自治体が建物
の石綿調査の結果をデータベース化（アスベスト台
帳）し、建物の維持管理や改修、安全な解体のため
の基礎情報の一つとして活用する仕組みづくりを進
めていこうとしています。その過程で、調査者の活
用が推奨されています。

◎解体等の事前調査において活用推奨

建築物の解体等の事前調査（石綿障害予防規
則）は「石綿に関し一定の知見を有し、的確な
判断ができる者」が行うことが定められている。
「的確な判断ができる者」の例示として、建築
物石綿含有建材調査者が新たに追加（基発第
0423第6号）。
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建築物石綿含有建材調査者の役割

・建築物石綿含有建材調査者は石綿に関する知識を有しているだけ
でなく、建築物の調査に関する実務に精通している石綿（アスベ
スト）調査の専門家である。

・石綿に関しては石綿が使われている建材に関する知識を有し、建
材の採取方法や分析技術、さらには分析結果の解析力があり、石
綿含有建材の維持管理方法に関する知識を有している。

・また、建築物に関しては、意匠・構造・設備の知識の他、建材や
施工手順や工法に関する知識を有し、設計図書や施工図などを読
み解き、必要な情報を抽出できる。

・さらに、石綿のもたらす社会的な危険性を理解し、中立的な立場
から精確な報告を行う力を有している。

・調査者は、専門的な知識・技能を有し、中立かつ公正に調査を行
うことができる者であり、通常利用 時の飛散性の観点からの石綿
含有建材の調査だけではなく、解体時等の事前調査など、様々な
場面での 活躍が期待される。
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TOPICS 1:アスベスト対策に関する総務省勧告
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TOPICS 1:アスベスト対策に関する総務省勧告
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TOPICS 1:アスベスト対策に関する総務省勧告
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TOPICS ２:熊本地震における現地調査

本年4月に起きた熊本地震では、一般社団法人
建築物石綿含有建材調査者協会から、調査者２名
が先遣隊として、４月27日～29日に派遣されまし
た。熊本市内、益城町、阿蘇市において、33か所
の建物調査の結果、５棟で石綿含有建材（吹付ロ
ックウール、ケイ酸カルシウム板１種、スレート
板）があることが分析結果より分かりました。
この結果は、国土交通省、文部科学省、環境省へ
状況報告しています。

建通新聞 2016年5月23日(月）
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TOPICS ３:アスベスト含有建材データべース

■国土交通省は、経済産業省と連携して建設事業者、解体事業者や

住宅・建築物所有者等が、解体工事等に際し、使用されている建
材の石綿含有状況に関する情報を簡便に把握できるようにするこ
とを目的として、建材メーカーが過去に製造した石綿含有建材の
種類、名称、製造時期、石綿の種類・含有率等の 情報及びその検
索システムとして石綿（アスベスト）含有建材データベースを構
築している。

■石綿含有建材リスト（一般名）に該当する建材について、官公庁、

関係業界団体、建材メーカー等の公表データ、既に公表されてい
るデータ以外で今回のデータベースの構築に際して協力が得られ
た関係業界団体及び建材メーカーが所有するデータ等を対象とし
て収集・整理を行い、これをもとに、当該建材メーカー等に石綿
含有建材として把握し、情報を有している建材を再度確認し、整
備したもの。

http://www.asbestos-database.jp/
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TOPICS ３:アスベスト含有建材データべース
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日本環境衛生センター

幅広い環境問題
への貢献

廃棄物・リサイクル
関係事業

環境保全事業

普及啓発・人材育成
関係事業

生活衛生事業
（ねずみ・衛生害虫）

国際協力事業

アジア大気汚染研究センター

循環型社会構築に
向けた支援活動

廃棄物処理施設の検査

廃棄物処理施設整備支援

再生可能エネルギー導入

災害廃棄物対策技術支援

研修事業による人材育成

出版、広報、普及啓発

災害時における
普及・復興対策

支援活動

東日本大震災
普及・復興支援

常総市災害支援

熊本大地震支援

D.Waste-Net

・がれき処理
・環境モニタリング
・衛生害虫対策
・放射性物質除染事
業支援

・人材育成支援

現場支援の経験と知識、人
材の集積を人材育成に活用
する

講習、研修事業の活用と
新規開発、拡充

廃棄物・リサイクルにおける日本環境衛生センターの取組み

住民対話、アドバイザリー支援

廃棄物・リサイクルにおける日本環境衛生センターの取組み

廃棄物関連講習・研修会のご案内

■廃棄物処理施設技術管理者講習
廃棄物処理施設の適正な維持管理等に必要な知識及び技能を習得し、技

術管理者としての能力を認定します。

■一般廃棄物実務管理者講習
一般廃棄物の収集運搬・処分業務の従事者に必要な知識や情報を提供し

ます。

■廃棄物行政担当者研修会
地方公共団体等における廃棄物・リサイクル関係業務の担当者を対象

に、行政政策、計画論、技術各論等に関する基礎知識を提供します。

■建築物石綿含有建材調査者講習
建築物に使用されている石綿に起因して発生する

健康被害及び健康障害を未然に防止するため、建築
物に使用されている石綿含有建材等に関する調査の
専門家を養成し、調査者の資格を付与します。

お問い合わせ ： 研修事業部 TEL 044-288-4919

http://www.jesc.or.jp/


